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研究要旨 

本研究は、2020 年東京オリンピック・パラリンピックに向けて有効となる情報リソースを

選別・統合し、新たな熱中症危険度予測手法を開発すること目的としている。熱中症危険度

予測手法の検討と啓発のため、①2018 年 7 月熱波時の熱中症患者の動向、②海外からの来訪

者の熱中症リスクの調査、③気象予測の予測有効期間の検討、④HS-STUDY と消防庁搬送

者数（速報）の関係の検討、⑤海外からの旅行者に対する啓発資料の作成を行った。 
①2018 年 7 月の熱波による熱中症患者急増時の特徴の把握においては、HS-STUDY と消

防庁の調査データでピークに若干の差異がみられた。「日なた」「運動」「屋内」等の要因を含

む症例が先行して増加し、続いて高齢者の症例数が増加していた。これは屋外における労作

性熱中症が先行し、続いて屋内における非労作性の熱中症が増加していることを示唆してい

ると考えられた。また同じく熱波となった 2010年との比較では、高齢者割合と重症率は 2010
年ほどの増加は示さなかった。 

②海外からの来訪者の熱中症リスクについては、全国 6 都市（東京・新潟・名古屋・大阪・

広島・福岡）の平均 WBGT と搬送者数の調査より、暑熱環境に順化していない 5 月（2017
年）に全国的に急に暑くなった際に真夏の同 WBGT の時期に比べ搬送者が約 2 倍となって

おり、また札幌と 6 都市との比較では WBGT25℃以上で約 3 倍札幌でのリスクが高かった。 
③気象予測の予測有効期間の検討としては、1995～2016 年における関東・甲信地方の最

高気温の予測誤差が予測から 5 日目以降に気候的変動幅に近くなる一方で、2010 年に東京・

大阪において複数回発生した最高気温 35℃を超える猛暑の期間が 5〜7 日前から予想されて

いたことより、通常時は有効性の高い暑さ指数の予報は 4 日程度先までであるものの、極端

な猛暑になる場合は 7 日程度先から予測できる可能性があると考えられた。 
④HS-STUDY2018 と搬送者数速報データの関係については、HS-STUDY2018 および消

防庁救急搬送者数は 6 都市における日最高 WBGT 値とよく相関していた。HS-STUDY2018
において記録症例が 10 例程度を超えると、消防庁発表搬送者数をある程度の範囲で推定可

能である。また重症例が多く含まれる HS-STUDY2018 では、暑さが厳しいときに症例数の

増加割合が多く、暑さに対してよりセンシティブであるといえる。 
⑤海外からの旅行者に対する啓発として、日本の一般市民に対する注意喚起のリーフレッ

トをもとに、各国の研究者などとの連携のもとで英語版、中国語版、韓国語版を作成した。 
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本研究は、2020 年東京オリンピック・パラリ

ンピックに向けて有効となる情報リソースを選

別・統合し、新たな熱中症危険度予測手法を開発

することを目的としている。平成 28～30 年度に

実施した以下の研究につき報告する。 
1．2018 年 7 月熱波時の熱中症患者の動向 
2．海外からの来訪者の熱中症リスク 
3．気象予測の予測有効期間の検討 
4．HS-STUDY と消防庁搬送者数（速報）の

関係（HS-STUDY の有効性） 
5．海外からの旅行者に対する啓発資料 

 

A．2018年7月熱波時の熱中症患者の動向 

熱中症患者について、Heatstroke  STUDY
（以下「HS-STUDY」）では、翌日に厚生労働省

のホームページで熱中症患者（以下「消防庁デー

タ」）の状況が速報される。一方、消防庁から原

則火曜日に前週の熱中症による救急搬送人員数

が同庁ホームページで公開される。 
 

 
図 1 熱中症患者の増加（2018 年 7 月） 

 
2018 年は 7 月中旬の熱波により熱中症患者が

急増したが、環境省熱中症予防情報サイトで公開

されている、東京・名古屋・新潟・大阪・広島・

福岡の暑さ指数（WBGT：Wet-Bulb Globe 
Temperature、黒球湿球温度）日最高値の 6 都市

平均値を横軸とし、前述の 2 つの熱中症例数の日

別変化を分析した（図 1）。 
「HS-STUDY」の方が「消防庁データ」より

もメリハリ（例数の多寡）がはっきりしており、

7 月中旬の熱波の際には、①まず消防庁搬送者数

が増加、②ピークで HS-STUDY の例数も増加、

③ピーク後 HS-STUDY は早めに症例数が減少

（消防庁は高い状態のまま）した。7 月 20、21
日は HS-STUDY では一旦症例数が減少してい

るが、消防庁搬送者数の重症数は若干下がる程度

で、「HS-STUDY」のデータがⅢ度（重症例）を

中心としているのに対して「消防庁データ」が軽

症者を多く含むことが影響していると思われる。 
 

 
図 2 熱波時の特徴（HS-STUDY2018） 

 
図 2 は 2018 年 7 月 11 日から 20 日の

「HS-STUDY」による熱中症症例数の「日なた」

「運動」「屋内」の構成率の変化で、①まず「運

動」「日なた」「成人」で症例数が増加し、②続い

て「高齢者」の症例数が増加している。これらは、

①屋外における労作性熱中症がまず増加し、②続

いて屋内における非労作性の熱中症が増加して

いることを示唆していると思われる。このことか

ら、急な高温の到来に際しては、労作性の熱中症

と非労作性の熱中症の啓発のタイミングは若干

異なり、 
⚫� 急な高温が予想される際には、屋外で活

動するスタッフ、および、暑さに慣れていない

海外からの旅行者等に、「暑さ対策」に対する

啓発を十分に行い、活動の抑制を薦めること 
⚫� 高温が継続する場合は、「運動」「日なた」

「成人」での患者の明らかな増加に引き続き、

「高齢者」の熱中症が増加する可能性が高く、
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特に「室内」・「夜間」において積極的にエアコ

ン・扇風機などを用いて、室内での熱中症リス

クを積極的に減らすことを積極的に情報発信

すること 
で、熱中症リスクを効果的に減らすことができる

と思われる。 
 

 
図 3 高齢者と成人の構成比率（2018 年 7 月） 

 
図 3 に「HS-STUDY」および「消防庁データ」

の 2018 年 7 月 11～20 日の年齢別構成率の変化

を示した。「HS-STUDY」では、初期に成人で比

率が高くなり、その後高齢者で増加し、重症率も

熱波が続くにしたがって 80%前後に上昇してい

る。「消防庁データ」では軽症者が多く、（母集団

が異なり）単純には比較できないが、熱波が継続

することにより、やはり高齢者の比率が増加して

おり、「HS-STUDY」が全国的な熱中症搬送者数

の動向を推定する有効な資料となると考えられ

る。 
 

 
図 4 熱波時の重症率の変化（2010 年と 2018 年） 

2010 年と 2018 年はともに熱波となり、熱中

症患者が急増した。図 4 に症例数／搬送者数の高

齢者比率と中等症以上の重症者の比率の変化を、

2018 年については 7 月 11～20 日、2010 年につ

いては 7 月 16～25 日について示した。 
2010 年は熱波で熱中症患者が急増するのに合

わせて、重症率が上がり、かつ高齢者の比率が上

昇し、高齢者の熱中症患者の増加と重篤者の増加

が示されているが、2018 年についてはともに増

加率はそれほど多くない。これらは、2010 年以

降、重篤な熱中症に至らないための啓発活動が行

われたことによる効果も寄与していると思われ

る。 
「消防庁データ」は 2008年から行われており、

これまで 1 日あたりの死者数が 10 人以上となっ

たのは、2010 年の 7 月 21～24 日と 26 日、およ

び、2013 年 8 月 12 日で、ここ数年死者数は 10
人 未 満 で あ っ た が 、 2018 年 は 7 月

16,18,19,22,23,25 日に 10 人以上となった。重傷

者率はここ数年、梅雨明け後の最も熱中症が多く

なる時期でも 2～3%程度であったが、搬送者が

これまでになく増加した 2018年 7月 17～19日、

22～23 日は 4%に増加した。ただ、2010 年の 7
月 21～26 日は 6～7％に達しており、熱中症につ

いての認知度や対処方法が普及したことにより、

重症化が抑えられた可能性がある。 
 
 

B．海外からの来訪者の熱中症リスク 

東京オリンピックには、海外から多くの来訪者

が予想され、暑熱環境に順化するためには少なく

とも 5 日前後かかることから、北欧や南半球から

の来訪者は熱中症弱者と考えられる。 
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図 5 人口 10 万人当たりの熱中症搬送者数と

WBGT（2015～2017 年） 
 
2015,2016,2017 年の北海道の熱中症搬送者数

と全国の熱中症搬送者数について、札幌の

WBGTと6都市WBGTの関係を図 5に示した。

図には、WBGT 1℃ごと（例えば WBGT25℃は

24.5℃以上 25.5℃未満）の 10 万人当たりの平均

熱中症搬送者数を折れ線で示し、表 1 には、

WBGT 温度帯別の北海道と全国の搬送者数の比

等を示した。WBGT25℃以上では熱中症の発生

リスクは、安全サイドではおよそ 3 倍と見積もら

れる。なお、7～8 月の平均気温は、札幌は 21.4℃、

ロンドンは 18.6℃、ストックホルムは 16.8℃で

あり、北欧や南半球からの来訪者の熱中症リスク

は 3 倍あるいはそれを超えると推定される。 
北海道と北欧や南半球の国々の気候は同じで

はなく、暑熱に対する反応も異なるが、これらを

示す資料はなく、北欧や南半球からの来訪者の熱

中症発生リスクはおよそ 3 倍と想定するのが、現

時点では適切と考えられる。なお、同期間の 6
都市平均 WBGT と全国熱中症搬送者数（10 万人

あたり）の指数関数による回帰式は式（1）のと

おり。 
熱中症搬送者数（10 万人あたり） 
＝3.0×10-5×exp(0.3202xWBGT)   …(1) 
 
 
 
 
 

表 1 WBGT 温度帯別の 10 万人あたりの 
熱中症搬送者数 

WBGT(℃)

搬送者数

（ 全国／

10万人）

搬送者数

（ 北海道／

10万人）

リ スク比

（ 北海道

／全国）

日数

（ 全国）

日数

（ 北海道）

15 0.01 15

16 0.01 23

17 0.02 17

18 0.02 0.01 0.95 3 46

19 0.03 0.03 0.91 11 36

20 0.03 0.03 1.01 14 44

21 0.05 0.06 1.17 29 48

22 0.06 0.06 1.13 29 37

23 0.06 0.12 1.94 37 36

24 0.08 0.13 1.68 48 31

25 0.07 0.22 3.06 48 30

26 0.12 0.35 3.04 44 25

27 0.16 0.33 2.07 36 15

28 0.33 0.69 2.07 29 12

29 0.46 1.38 3.00 37 6

30 0.63 1.71 2.70 55 1

31 0.85 30

32 1.49 9  
 

 

C．気象予測の予測有効期間の検討 

熱中症気象情報としては、環境省「熱中症予防

情報」、日本気象協会「熱中症情報」があり、

WBGT の予測値が、前者は 3 日間、後者は 8 日

間提供されている。 
暑さ指数の精度は、「平成 28 年度 体感指標

に関する調査及び黒球温度等観測・WBGT 算出

業務」業務報告書では、平成 28 年 6～9 月の東

京地点の暑さ指数予報の誤差の標準偏差は、今

日：1.5℃、明日：1.9℃、明後日：1.8℃で、明

後日までは、ほぼ同じ程度の精度で予測値を提供

することが出来ているとしている。（日本気象協

会の「熱中症情報」においては予測精度の検証結

果が公表されていない） 
気象庁では最高気温の予報について、その精度

を公開しており（図 6）、1995～2016 年における

関東・甲信地方の最高気温の予測精度（予報の誤

差の標準偏差）は、明日：1.9℃、明後日：2.5℃、

3 日目：2.7℃、4 日目：2.8℃、5 日目：3.0℃、

6 日目：3.1℃、7 日目：3.1℃であり、5 日目以

降予報精度はほぼ一定の値をとるようになり、予
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報の有効性が低くなる（誤差が気候的変動幅に近

くなる）。8 月の暑さ予報は、概ね 4 日先までが

有効な期間と推定される。 
 

 
図 6 最高気温の予測精度（関東甲信地方、8 月） 

 
一方、2010 年や 2013 年の猛暑年にあらわれ

る、全国的に高温となる現象（マスコミ報道など

で「熱波」と呼ばれることもある）は、東アジア

全体をカバーする現象で、より長期的な予測が可

能とされており、気象庁では「異常天候早期警戒

情報」（情報発表日の 5 日後から 14 日後までを

対象として、7 日間平均気温が「かなり高い」も

しくは「かなり低い」となる確率）を発表してい

る。 
2010 年は 3 回にわたり、最高気温が 35℃を継

続して超える猛暑期間があり、多くの熱中症搬送

者を記録したが、東京および大阪について 7 月下

旬、8 月上旬、8 月中旬の猛暑期間について、最

高気温 35℃を超える期間（図 7 のピンク色の期

間）を、何日前から予測できたか（図 7 のオレン

ジ色）検証した。 
「35℃」の予測可能性については、東京につ

いては、7 月下旬および 8 月中旬を猛暑期間は 5
日前から予測することが出来ていた。また、大阪

については、7 月下旬の猛暑期間については 5 日

前から、8 月上旬および中旬の猛暑期間は 7 日前

から予想出来ていた。 
これらから、通常時は暑さ指数の予報は 4 日程

度先まで有効であるが、極端な猛暑になる場合は、

7 日程度先から予測できる可能性があることが

示された。 

（2010 年、東京）

 
（2010 年、大阪） 

 
図 7 猛暑期間の予測可能性（2010 年） 

 
 

D．HS-STUDY と消防庁搬送者数（速報）

の関係 

HS-STUDY「熱中症症例 Fax システム」の速

報データについて、環境省「熱中症予防情報サイ

ト」で公開を行っている、東京・新潟・名古屋・

大阪・広島・福岡の 6 都市における日最高 WBGT
値、および、消防庁「熱中症による救急搬送状況」

で公開されている熱中症による救急搬送者数速

報を用いて、その関係を分析した。 
前述の 6 都市の日最高 WBGT 値平均は、

HS-STUDY、および、消防庁救急搬送者数と、
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良く対応しており、WBGT が高いと症例数およ

び搬送者数が増加し、その変化傾向もほぼ同様で

ある（図 8）。 
 

 

 
図 8 HS-STUDY 速報データ・消防庁救急搬送

者数と 6 都市 WBGT（上：HS-STUDY 速報デー

タ、下：消防庁救急搬送者数） 
 
 
図 9 は、HS-STUDY データと消防庁データの

日別の搬送者数の比較で、いずれの年も良好な相

関関係があり、症例数がある程度あれば、全国的

な熱中症搬送者の概要を推定することが可能と

考えられる。ただ、参加病院数は年によりまた時

期により（各病院どの程度の症例数があれば全国

動向を推定できるかは年により異なる。 
 
 
 
 
 
 

（2016 年） 

 
（2017 年）

 
（2018 年） 

 
図 9 HS-STUDY データと消防庁救急搬送者数

（速報）の比較 
 
HS-STUDY の症例数と消防庁データは、 

⚫� 正の相関関係があり、症例が 10～20 例

を超えると、消防庁の熱中症搬送者数をある程

度の範囲で推定 
することで、全国の熱中症の搬送者数を推定でき

ることが示されたが、2016 年においても同様の

傾向が示された。 
⚫� HS-STUDYの症例数は重症度Ⅱ以上を

対象としていることから、暑さが厳しく症例数

が多くなると、一次回帰式（図 9 の直線）から
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下側にずれるプロットが多くなる（暑さが厳し

いときには、消防庁の熱中症搬送者数よりも、

HS-STUDY2016 の症例数の増加割合が大き

い）。 
⚫� 重症度Ⅱ・Ⅲを主とする HS-STUDY の

症例数は、重症度Ⅰのデータを多く含む「消防

庁データ」よりも、暑さに対してよりセンシテ

ィブである。 
 

 
図 10 HS-STUDY 速報データ日別重症度率、発

生地域割合（平成 28 年） 
 
なお、平成 28 年度研究では、地域別の症例数

の検討も行っており（図 10）、 
⚫� 地域別に統計計するとその時期に暑く

（熱中症発生者が多い）地域が反映される 
傾向があり、「重症症例数の増加」、および、「特

に症例数が増加している地域」を情報として提供

することで、地方自治体の地域衛生担当者やケア

担当者に対し、特に危険な時期や地域を警告する

などの情報に利用することが可能と思われる。ま

た、オリンピック・パラリンピックに向けても、

現在の状況を提供することで、注意喚起を促すこ

とにより、熱中症リスクの軽減につなげることも

可能と思われる。 
 

E．海外からの旅行者に対する啓発資料の

作成 

本研究班において、平成 30 年度において、海

外からの旅行者に対する熱中症の啓発資料を作

成し、同資料の英語版（ネイティブチェックを実

施）、中国語版（香港大学において熱中症の研究

を実施している Chao REN 准教授に翻訳を依

頼）、韓国語版（韓国気象局で熱中症情報作成を

担当している Changbum CHO 氏に翻訳を依頼）

も併せて作成した。 
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F．研究発表 

1．論文発表 

特になし 
2．学会発表 

特になし 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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